平成２２年度第１回
広島市青少年と電子メディアに関する審議会
１　開催日時　　　平成２２年５月２９日（土）午後１６時００分から午後１７時４０分
２　開催場所　　　中区地域福祉センター５階大会議室
３　出席者
⑴　委員（５０音順）１０名中７名
石田委員、小田委員、越智委員、小野委員、川西委員、末本委員、松田委員
（欠席：河野委員、下田委員、平田委員）
⑵　事務局（市）
教育長、青少年育成部長、教育ICT化推進担当課長、育成課長、指導第一課長、指導第一課職員、育成課職員
４　公開・非公開の別
公開
５　傍聴人
無し
６　会議次第
⑴　開会
⑵　議題
ア　学校における情報教育について
イ　広島市青少年と電子メディアに関する審議会の２年間の取りまとめについて
ウ　その他
⑶　閉会
７　議事録
別添のとおり
■　開会
（事務局）
それでは、ただいまから、平成２２年度第１回広島市青少年と電子メディアに関する審議会を開催いたします。本日は、大変お忙しい中、お集りいただきまして、誠にありがとうございます。本日、御出席いただきました、委員の皆様の御紹介でございますが、お手元にお配りしております配席表をもって代えさせて頂きたいと存じます。
なお、本日の会議には、「下田（しもだ）委員」と「河野（こうの）委員」と「平田（ひらた）委員」が、御都合により欠席されておられます。
ここで、今回、新たに委員になられた方の御紹介をさせていただきます。広島県警察本部の長尾（ながお）議員におかれましては、昨年度末に異動となられましたので、後任の方を御紹介いたします。後任の委員は、広島県警察本部参事官兼少年対策課長 末本 太（すえもと　ふとし）委員です。
（末本委員）
末本です。よろしくお願いします。
（事務局）
どうもありがとうございました。次に、濱本教育長より、一言、御挨拶をさせていただきます。
■教育長挨拶
（濱本教育長）
広島市教育長の濱本でございます。平成２２年度の、第１回広島市青少年と電子メディアに関する審議会を開催するにあたり、一言御挨拶を申し上げます。委員の先生方には、御多用の中、御出席いただき、誠にありがとうございます。また、日ごろから青少年の健全育成に多大な御尽力をいただき、厚く御礼申し上げます。
さて、この審議会でございますが、平成２０年に第１回の審議会を開催いたしまして、すでに２年が過ぎようとしております。この間に先生方から青少年と電子メディアとの健全な関係づくりについて、大変、貴重な御意見を多数頂戴いたしております。深く感謝しております。
特に、電子メディアに特化した全国で初めての条例におきまして「青少年の健全な成長に寄与するフィルタリング機能に係る基準について」を答申していただいたことは、本市の施策を推進する上での羅針盤となりまして、これによってこれまで円滑に進めることができたものと考えております。
一方で、その後の状況の変化などによりまして、フィルタリング機能に係る基準の見直しや、電子メディアを適正に利用するために必要な知識、能力を青少年に習得させることなど、その後のいくつかの課題も生じております。
今後とも、審議会議員の先生方の御意見をいただきながら、引き続き、青少年と電子メディアとの健全な関係づくりの取組を推進してまいりますので、御協力、御支援を賜りますよう、よろしくお願いを申し上げます。
開会にあたりましての御挨拶とさせていただきます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。
（事務局）
さて、本審議会の委員定数は１０名でございますが、現在御出席の委員は７名で、過半数に達しておりますので、「青少年と電子メディアとの健全な関係づくりに関する条例施行規則第９条」の規定により、審議会は成立したことを御報告いたします。
これからの進行は越智会長にお願いいたします。越智会長、よろしくお願いいたします。
■議題１　学校における情報教育について
（越智会長）
それでは、お手元の次第に沿って進めていきます。議題の３番目は、下田先生にお願いする予定でしたけれども、本日、御欠席ということですので、議題は２つということにさせていただきたいと思います。
　さっそく議題に入ります。議題１は「学校における情報教育について」でございます。事務局から御説明いただきたいと思います。
（事務局）
　指導第一課課長、髙西と申します。どうぞよろしくお願いいたします。本日は、本年度から全校実施となりました広島市独自の「ひろしま型カリキュラム」、これを中心に、学校における情報教育の進め方の一端を御説明させていただきたいと思います。それでは、スライドを使って御説明をしたいと思いますので、少し準備をさせていただきます。
（プレゼンテーション準備）
　本市教育委員会は、広島の独自性を発揮して、市民に信頼され、子どもが躍動する「広島らしい教育」を創造するために、平成１１年１１月に「広島市２１世紀教育改革推進総合プラン検討会議」を発足し、その提言を踏まえまして、平成１３年度から、心身ともにたくましく思いやりのある人の育成を目指しまして、広島らしい新しい教育の創造に取り組んでまいりました。その結果、開かれた学校づくりや町ぐるみによる教育の推進など、一定の成果を上げることができたと考えておりますが、学力の向上に向けて、取組の一層の充実を図る必要性も明らかになってまいりました。
こうしたことから、平成１７年５月に「基礎・基本の力の定着に係る学校教育のあり方検討委員会」という審議会を新たに発足いたしまして、平成１８年４月に、本市の児童生徒の学力の向上のための具体的な提言をまとめた最終報告をいただきました。
　この最終報告では、平成１４年度から広島県と本市が実施しております基礎・基本調査、学力調査から本市の児童生徒の学力は、基礎的な知識・技能の習得などには一定の成果を上げてきているものの、より一層の定着を図る事が必要であり、さらに、思考力・判断力・表現力の向上に一層努める必要がある、と指摘をいただきました。そして、このような広島市の学校教育の課題を解決するために、従来の義務教育の教育課程の枠を超えた本市独自のカリキュラムを作成すべきである、という御提言をいただいた訳でございます。
　その基本的な考え方は、義務教育の９年間を通して、各教科等の基礎的な知識・技能をより確実に習得させるとともに、言語や数理を運用する力、これを育成することによりまして、思考・判断・表現力の向上を図る事を目指す、といったものでございます。
　では、この「言語運用能力」「数理運用能力」とはどのような力かと申しますと、この「ひろしま型カリキュラム」の創造を提言しました「あり方検討委員会」は、この２つの力をお示ししているように定義をしております。
　簡潔に申しますと、「各教科等の学習で身に付けた知識や技能を、言葉や数理の力を活用して、考え、判断し、表現していく力」とまとめることができると思います。
　こうした考えの下「あり方検討委員会」は、カリキュラム編成の基本方針として、（１）小学校と中学校の連携・接続の改善（２）「言語・数理運用科」の創設（３）英語科の創設、の３点を提言しております。
　それでは、こういった基本方針によって創られました「ひろしま型カリキュラム」の概要を説明させていただきます。
１点目の「小学校と中学校の連携・接続の改善について」ですが「ひろしま型カリキュラム」では、義務教育の教育課程上の区分を小学校１学年から小学校４学年までの前期４年間と、小学校５学年から中学校３学年までの後期５年間とする４・５制を導入いたしております。前期を「学びの基盤づくりと基礎の徹底」の期間、後期を「思考力・判断力・表現力の向上と発展」の期間と位置付けまして、児童生徒の発達段階を踏まえて学習の重点化を図っております。
特に後期におきましては、小５・小６・中１の３年間を中心に、小学校と中学校の滑らかな接続と連携の一層の推進を目指しております。
　前期４年間には、学びの基盤づくり。即ち、学習習慣、生活習慣、学習規律、そういったものの育成と、基礎の徹底。即ち、読み、書き、計算、そういったものの徹底を図るため、帯（おび）時間として１５分間の国語タイム・算数タイムを実施しております。また、後期の５年間には、思考力・判断力・表現力の向上と発展を図るために、小学校５・６年生に、英語科を導入しております。また、小学校５年生から中学校３年生までに、言語・数理運用科という新たな教科を創設しております。
　次に、この言語・数理運用科について、まず、概要を御説明させていただきたいと思います。
　この言語・数理運用科では、教科の目的を「テキストから目的に応じて必要な情報を取り出して、これをもとに思考・判断し、それを表現する」こういった力を育成することを目標にしております。
この言語・数理運用科の授業では、お手元に配布しております副読本とか、掲示用の資料を作っておりまして、こういったものを活用して学習を進めております。
この副読本の中には、新聞、書籍、広告、表、グラフ、ホームページ、写真、絵、図、地図といったような資料がふんだんに盛り込まれておりまして、児童生徒はこれらの資料から学習課題に応じて必要な情報を取り出し、その情報を整理・分析したり、知識や技能に結びつけたり、考えを出し合ったりしながら問題の解決に取り組み、明らかになった考えや意見などを言葉や算数、数学的な表現でまとめるという学習活動を行っております。
これは小学校の言語・数理運用科の単元を一覧にしたものです。５年生の副読本の１ページをちょっとお開きになっていただけたらと思います。最初のページを開いていただきますと、このように目次と、その隣に５年生で学ぶ学習の内容が、図と言葉で簡単に示してございます。各学年、こういったページが最初に用意してございます。
スライドの網かけ部分の単元が特に電子メディアとの関わりの深い単元でございまして、小学校５年生から中学校３年生まで、各学年ともこういった単元を１単元ずつ位置づけてございます。
次のスライドですが、こちらが中学校の単元ということになります。こちらも、各学年１単元ずつ、電子メディアとの関係づけをしたものを含めております。
　それでは具体的に、どのように言語・数理運用科の中で電子メディアを扱った単元を構成しているのか、御説明を申し上げます。ここから、スライドと、お開きになりました小学校５年生のテキスト３０ページの両方を見ながら説明を聞いていただければと思います。
　この単元では、インターネットのサイトに見られる問題点、あるいはその制作者の意図といったものを考えたり、電子メディアとのより良い付き合い方を考えて４コマ漫画等で表現したりする学習活動を構成しております。
　３２ページをお開き下さい。１時間目は、インターネットの検索を疑似体験していきます。「かき」と「産地」で検索しまして、それぞれのサイトを閲覧します。３２、３３ページには、こういった「かきの産地」とか、「かきの産地での工夫」といったサイトを例として取り上げております。子ども達は、このテキストをもとに、このサイトの内容を簡単にまとめていきます。特に３３ページをご覧いただきたいと思いますが、このサイトには、例えば「大鳥居の中にかきいかだがある」とか、「機械化が進み、ロボットがかきの身を取り出してくれます」とか、あるいは「かき打ちロボットの絵」といった虚偽の情報と言いますか、誤った情報が紛れ込んでおります。
　１時間目のねらいは、こうした「WEBページの問題点を考える」ことにあります。児童は、これまでの経験から「こんなことは今まで聞いたことがないなあ」とか、「本当かなあ」といった疑問を出しながら、WEBページの中には正しい情報があるけど、間違った情報も入っているんだ、ということを感じさせていきたいと思います。
　続いて３４ページを御覧ください。これは見るからに怪しげなサイトです。「秘密のかき産地」という資料の中から、子ども達は「アンケートに答えたらプレゼントがもらえる」「かきが１パックもらえる」「子どもにはさらに５００円の図書券ももらえるぞ」といったような情報を読み取ってまいります。そして、このアンケートに答えて送信するのがいいのか、あるいはすべきでないのか、といったことを考えさせていきたい、このように考えております。すなわち、２時間目はこういったアンケートに答えていくかどうか、根拠を持って考えながら、個人情報が流出した時の影響とか、あるいはこういった個人情報を得ようとするサイトの制作者の意図を考えさせていきたいと考えております。
　１、２時間目のこういった学習をもとに３時間目には、３５ページでございますが、広島市青少年電子メディア対策推進会議が作成しました「ちょっと離れて電子メディア」のパンフレットを活用しまして、電子メディアとのつき合い方を読み取ってまいります。この中から「インターネットの情報」や「インターネットの使い方」「個人情報の扱い方」など、学習したことを振り返りながら、電子メディアとのつき合い方を考えます。そして、例えば伝える相手を同級生や下級生などに設定して、学んできたこと、あるいは伝えたいことを漫画等に表現して表す、こういった活動を考えております。
　こうした教材につきましては、これまで３年間、研究開発校等の実践研究校で実際に試してみております。こういった学校での児童の反応としては、このパンフレットをもとにして漫画にこの内容を書いてみようとか、何か小さな子どもに興味のわくようなキャラクターを考えて書いてみようとか、自分の経験も加えて書いてみよう、といった反応がありました。児童は、ここにお示ししたようなワークシートを活用し、電子メディアとのつき合い方について、起承転結のある４コマ漫画に表現をしていきます。
５時間目は、３人から４人のグループになりまして、互いの漫画を読みながら、電子メディアとのつき合い方についてより深く考えさせていく時間にしております。
見られた反応としましては、「Ａさんの漫画は、架空請求を表現するのに、怖い人の姿を使って描いていたので、とてもわかりやすかった」「Ｂくんの漫画は、注意しなければいけないことをキャラクターに言わせていたのでわかりやすかった」といったようなものがございました。
こうした５時間の授業によりまして、「疑似WEBサイトの資料や、電子メディアとのつき合い方についてのパンフレットから情報を取り出し、インターネットを使う時の留意点や個人情報の大切さについて考え、これを表現することができる」そういった力を育成してまいりたいと、このように考えている次第です。
　それでは、他の学年で、この言語・数理運用科で取り扱っている単元を簡単に御紹介したいと思います。
　６年生では、携帯電話に送られてきたメール、これを教材として設定します。テキストでは１０ページからになりますが、この情報を取り出して、電子メールの問題点を理解し、電子メールを利用するときのマナーとか留意点について考える、こういった単元を構成しております。
　続いて、中学校１年生の単元について御説明申し上げます。中学校１年生は１６ページをお開きください。ここは著作権の問題を取り扱っております。著作権に関わる複数の資料から読み取った情報を相互に関係付けながら、著作権が定められていることのメリット・デメリットを推論させ、著作権を守らないといけないことを、確実に教えつつも、このメリット・デメリットを比較しながら、著作権の必要性について議論をさせていく、こういった単元を中学校１年生では構成しております。
　続いて中学校２年生でございます。中学校２年生は、技術・家庭の時間の中で、このモラルの問題を計画的に学習している学校が多くございましたので、この２年生の単元では、ＤＶＤ映像から取り出した情報と地図を関係付けながら、規則性を見つけだし、あるいは映像の中に示された２つの施設の共通点から推論してユニバーサルデザインの基本的な考え方、こういったものをまとめていく、こういった単元を作っております。
各学校に整備しましたコンピュータと５０インチのデジタルテレビ、こういったものを活用しながら、この単元をすすめてまいりたいと考えております。
　そして最後に、中学校３年生でございます。２６ページからですが、こちらには、中学生には携帯電話は必要だろうか、といった内容について、考えさせる単元を用意しております。
新聞記事や、中学生と携帯電話に関わる様々な資料を分析しながら、自分の主張の根拠と反論に対する意見を文章で表現させたりする、そういった取組を５時間相当に計画しております。そういった中で、現在、広島市では学校に携帯電話を持って行かない、といった指導をしておりますが、この指導の一層の徹底を図っていきたいと考えております。
以上、簡単ではございますが「ひろしま型カリキュラム」における言語・数理運用科の、電子メディアに関わりの深い単元について御説明を申し上げました。
　次に、広島市の教育の情報化に関する推進化の取組について、その概要を御説明申しあげます。本市では、教育の情報化を図る文部科学省のモデル事業の委託を受けまして「ひろしま型教育ＩＣＴ化サポートプラン」として位置づけ、教育の情報化を推進しております。「わかる授業で確かな学力を」これを目標としまして「ＩＣＴを活用した授業づくり」並びに「メディアとのつき合い方の学習」、そして「学校のＩＣＴ整備の充実」この３点を推進してまいりました。こうした取組の中で、「ひろしま型カリキュラム」の基本となる思考力・判断力・表現力等の育成も図ってまいりたい、このように考えております。
　この事業の推進体制は、副市長である広島市ＣＩＯのリーダーシップの下、文部科学省や、教育ＩＣＴ評価委員会等からアドバイスをいただきながら、教育長であります教育ＣＩＯが中心となって、学校ＣＩＯが、各学校においてＩＣＴ化を進めております。
　学校では、ＩＣＴを活用した多様な授業づくりが進められております。左上から、算数科で本時の課題を確認している映像です。次は書写の時間に、運筆の様子をデジタルテレビと教材提示装置を使って共有している場面です。道徳では、電子黒板にまとめられた内容と、黒板にまとめられた内容を比べながら意見を整理している場面です。社会科では、浮世絵、これを大きく提示しまして、浮世絵からわかることを子どもたちが発表している場面です。数学では電子黒板と教材提示装置を使って生徒が自分の考えを発表している場面です。英語科では、非常勤講師の先生が、自作の教材を使って、授業を進めている、そういった画像でございます。
　こうした学校での情報教育を支援するために、本市ではＩＣＴ支援員を派遣しました。広島市周辺の大学生を中心に募集しまして、昨年度の登録者数は３０名でございました。この中から将来の展開を考慮し、指導員リーダーを２名、任命しております。活動状況についてですが、授業準備支援が２４１時間、授業支援が３０７時間、そして校務支援におきまして、先生方をバックアップした時間が１，１２６時間でございます。その様子を写真で示しておりますが、左側から、ＮＨＫのビデオクリップを視聴する方法を児童に説明したり、あるいは、表計算ソフトを使ったグラフの作り方を説明するための準備をしたり、そして自分たちの作ったものを使って、複数の支援員がきめ細かな支援を行ったりしている、そういった映像でございます。
こうした実践研究とともに、本市では条件整備を進めておりまして、昨年度末に５０インチデジタルテレビをはじめ、教育用コンピュータ整備など、各教室に必要なＩＣＴ環境整備を図ってまいりました。
以上、ここまで、広島市の学校における情報教育について説明してまいりました。平成２３年度からは小学校、平成２４年度からは中学校で、新しい学習指導要領が全面実施となります。
最後に、この学習指導要領における情報教育のポイント、これを簡単に御説明して、私の説明を終わりたいと思います。
このたびの改正の主なポイントでございますが、小学校では、ＩＣＴ機器の基本操作、それから情報モラルを身につけさせて、これらを適切に活用できるように指導すること、これが新たに位置づけられました。また、小中学校ともに道徳の時間に、情報モラルに関する指導を行うことが位置づけられております。
中学校では前回の改定から、技術・家庭科の授業の中に、この情報について指導することが位置づけられておりまして、今回の改定でも、それが一層充実をされております。
　この情報教育の体系的な推進を図るに当たって、情報教育の目標は、次の３点に整理をされております。１つは「Ａ 情報活用の実践力」これを児童生徒に身につけさせることです。それから２点目は、「Ｂ 情報の科学的な理解」を児童生徒にさせること、そして３点目は、「Ｃ 情報社会に参画させる態度」を育成すること。情報モラルに関わる部分は、この最後のＣに該当いたします。　
　こういった方針を本市ではいち早く取り入れまして、実は平成１８年度からすべての学校において、情報教育の全体計画や、年間指導計画を策定して、この計画に基づいて情報教育を進めてきております。この年間指導計画の中には、申し上げました３つの目標がきちんと整理されて配備、計画的に９年間を通して育成するようにしております。
　説明は以上でございます。御質問等ございましたら、お答えさせていただきたいと思います。どうもありがとうございました。
（越智会長）
　ありがとうございました。ただいまの御説明ですが、御質問でも構いませんし、あるいは確認のための発言でも構いませんし、何かございませんでしょうか。
（松田委員）
　アメリカのメディアリテラシーでは、何が本当で何が嘘なのか、という教育だったと思うのです。それに対して日本は、基本的にはインターネット上にあるものが全部本当だ、みたいな教育をしていました。それはおかしいのではないか、ということは随分思っていたのですけど、今回、広島市もここまできたのかな、というのが一番の感想です。
これって、全部新しいこと、つまり今までやっていなかったということですよね。新しいことを教えることは、今の授業時数では厳しい状況だと思うのです。何が削られたかちょっと気になったんですけど。
（事務局・指導第一課長）
　この情報モラルの指導につきましては、松田委員から御指摘がありましたように、本市では平成１４、５年あたりから一応指導の方は進めておりました。しかしながら、それを十分に徹底することができませんでした。といいますのは、総合的な時間を中心に進めておりました。総合的な学習の時間は各学校が創意工夫しながら策定していく時間でしたので、なかなか全小中学校がきちっとそれを揃えてやるという所までできておりませんでした。
平成１８年度に、今の３点に沿って小１から中３まで計画を立てたので、ある程度は教科の時間や総合的な時間を通してできるようになっておりました。けれども、それでもまだまだ徹底が必要ではないか、という認識のもとに、総合的な学習の時間の３５時間分を削減しまして、それをこの言語・数理運用科の時間に充てております。

これにつきましては国の許可が必要ですので、平成１８年度、内閣府から特区の申請の認定がおりまして、そのようにやっております。ですから総合的な学習の時間、３５時間をこちらのほうに移しているということでございます。
（越智会長）
　これからは、ひろしま型カリキュラムに力を入れて、独自の教育というものを展開されるということです。保護者の方も、非常に身近なことだと思いますけれども、いかがでしょうか。
　小学校５年生とその副読本「インターネットで検索したら」という単元の説明をされましたが、これは擬似WEBサイトだとおっしゃいましたよね。そういったサイトを教育委員会で作られて、各学校あるいはどこかのサーバーに置いているのですか。
（事務局）
　私どもの方で、計画しているこの言語・数理運用科は、総合的な学習の時間からの運用ですが、総合的な学習の時間との大きな違いは、具体的な体験活動、体験的な学習というものを基本的に外しております。テキストをもとにして、いかにこれまで培ってきた知識をもとにしてこういったものを活用していくか、そこのところに重点を置いておりますので、基本的にはこのテキストで学習をしていくということです。
（越智会長）
　端末の前で実際に操作させて、そのサイトに行ってということではないのですね。
（事務局）
　実際の操作は、これまでの指導の中、コンピュータルームに行ってサイト検索したりとか、あるいは社会科や理科の時間に検索をしたりとかやっておりますので。
（越智会長）
　擬似WEBサイトとおっしゃったのは副読本のことですね。わかりました。
（事務局）
　みんなが共有できるように、先生方はデジタルデータとして持っていますので提示することは可能になっております。
（越智会長）
そういうことですね。そういうものをお作りになったのかなあと思って。
　もう一つ。５年生の３７ページに「ネット社会のルールとマナー」とありますよね。これは文部科学省の委託事業の「ちょっと離れて電子メディア」というリーフレットから持ってこられたということですが、これはどこが作ったリーフレットですか？
（事務局）
　これは３５ページにございますように「広島市青少年電子メディア対策推進会議」で作っていただいたものを、学校に配ったのですが、なかなか徹底できませんでした。指導第一課のほうで、これをパワーポイントに作り直し、学校で指導しなさい、ということをやっていましたが、それでもなかなか徹底しきれなかったものですから、今回、テキスト化して位置づけたわけです。
（越智会長）
　「ネット社会のルールとマナー」というのはおそらくインターネット協会を手本にされたのだろうと思います。インターネット協会っていうのは、以前は電子ネットワーク協議会といいまして、過去に、通信業界や通産省が一生懸命やっていたところです。現在は子どものために同じようなものも作っていますので、そういうところを手本とされているのだと思います。
１つ誤りがあります。私達とも深い係わりがあるのですけど、２番目のマルです。「長い時間使うと料金がかさむ」って書いてありますよね。これはある時期までそうだったんです。ある時期までは、料金っていうのは時間制で、接続時間によって料金が課金されて、子ども達がすごい時間使っているとすごい料金が親にかかるという、そういう仕組みがあったんですよね。ところが今はそんなことをしている人は誰もいないわけですよ。どんなに使っても料金が変わらないシステムになっている訳ですよね。そこから実は問題が徐々に大きくなっていく。つまり親も誰も子どもがどれぐらい使っているのか、インターネットに入っているのか、今わからなくなっていますよね。

これはある時期までは正しいことだったんですけども、これはかなり前のことについての事実であって、現在では間違いですよね。だからインターネット協会の文章も変わっていると思います。その辺、気をつけられたらいいと思います。長時間使うと、生活が乱れるとは言えるんですが、料金がかさむからとは、もう言えません。
もう一つは自己責任です。確かにインターネット協会のルール＆マナー集にも書いてあるんですが、元をたどっていくと、電子情報通信学会という学会があって、そこで自己責任ということを言い出し、インターネット協会も言い出した。これは簡単に言いますと、ネットワークの中では全部自分で責任を持たなきゃいけない、ほかの人は助けてくれないという意味です。私達は、それでは困るから子ども達を助けようという仕事をしているんです。つまり自己責任っていうのは、子どもに対する無責任だという考え方から、このフィルタリングの仕事をやっているわけです。
一昨年ですね、審議会の答申を発表した時にマスコミが飛びついてきました。例えばそれは憲法違反ではないかとか。そういった背景にあったのは何かというと、「自己責任という方針が立てられているのに、それに反するような答申の内容なので、その根拠を明確に示せ」っていう、意図なんですよね。ですから、インターネット協会はこうなっていますけれども、むしろこれを是正しなきゃいけないのが私達の仕事だと私は思います。金科玉条のように、インターネット協会のルール＆マナー集でやりましょうっていうと、見る人が見ると違和感を覚えるやりかたです。次の時にはそれを考えられた方がいいんじゃないかなという気がします。
（事務局）
改訂を進めてまいりますので、その時には、検討させていただきたい。
（越智会長）
　自己責任っていうのは、大人にとっては当然なんですよ。大人は、ちゃんとその辺を踏まえてやらないといけないんです。けれども、その同じ論理を子どもにまで当てはめてきたからこそ、これだけ大きな問題が出てきたと、私達は認識しています。
（事務局）
ありがとうございました。
（越智会長）
ほかにありませんでしょうか。
（石田委員）
初版発行が平成２２年の４月１日ですよね。ということは今年度からこれをスタートしたということですよね。
（事務局）
はい、そうです。
（石田委員）
これをスタートして子ども達の反応みたいなものが少しわかるとありがたいのですけれど。どんな感じでしょうか。
（事務局）
　これは、この情報に関係のある単元だけの調査はできていないんですけれども、この言語・数理運用科を実施してということで、研究指定を受けた１８校の児童生徒にアンケートをとっております。それによりますと、８割から９割。８割というのは中学校、９割というのは小学校ですが、こういった子ども達が「テキストの読み取りや、これをもとにしっかり考えることができた」そういう肯定的な回答をいただいております。それから６割から７割の児童生徒。これも６割が中学校で７割が小学校ですが、「考えたことを発表したり、文章に表わしたりすることができた」とか、「ほかの教科で学習したことを活用して使うことができた」と回答しております。
また、自由記述の欄も設けておりまして、それを見ますと、「資料からいろいろな情報を取り出して、それらを照らし合わせて考えるのが楽しい」とか「答えが１つではなくて次から次へと発展していくのが楽しかったから深く考えるともっといろんな事が知りたくなる」といったような回答が出てきておりました。教員の方も８割の教員が、児童生徒は積極的に言語・数理運用科の授業に取り組んでいるというふうに評価をしております。
（石田委員）
　これが教育成果をいっぱい挙げていただけるといいなと思うんですが、その一方で学校裏サイトといった問題がある。表に出てこないいろいろなデータ、子ども達もわかっているのかわかってないのか知らないけれども、書く時はみんないいことを書く。でも、やっぱり闇の所で難しいことが起こってくる。そういったところの問題を、どこまで踏み込んで子ども達に考えてもらえるかなあ、というところが、ちょっと興味のあるところですね。難しい問題が実際に起こっていて、そのためにこうした取組がなされていくというのが大事なことなんでね。
特に思春期になってくると、危険だとわかっていてもそこに入っていきたい、とかの難しい問題とかが起こってくる。こちらも、どのように対応していくのか、教えていくのか、っていうことが、なかなか難しい。もしかするとネガティブな反応っていうのもあるのかなって、ちょっと気になったのですが。そういうのはあんまりないのですかね、子ども達の感想の中に。
（事務局）
確かに、全体的な面から見ますと８割９割の子どもは肯定的ですけども、残りの１割２割の子ども達の中からは、例えば「他の教科に比べると難しい」とか、「考えることが多くて大変だ」とか、そういった感想を持つ子ども達もおります。そこをどのように支えながら授業をしていくか、と言うところが先生方の力量を見せなければいけないところです。
　言語・数理運用科につきましては、全学年分こういった学習指導案集というものを作っております。これは研究指定校で３年から４年間実践してまいりまして、そこでの具体的なアイデアやノウハウがいっぱい入っています。実際に考えさせようとしてもですね、ほとんどの先生方は考えるということはどういうことなのかと聞かれたら、迷ってしまうのが実態でしたし、どうやったらずっと考えさせることができるのか、という具体的な案をなかなか思っていないというのも実態でした。そこを改善するためにこれを作りまして、これをもとに先生方に子ども達が「考えることって本当に楽しいね」といってくれるそういう授業を作れる、そういう力を身につけていただきたい、とも思っております。
　それから、言語・数理は、子どもを鍛えるとともに、先生方も鍛える、そういう教科に作ったつもりでございます。
（石田委員）
　僕の仕事は健康な子どもよりも、しんどくなっちゃって不適応を起こす子どもなのです。ですから、概ねうまくいっているようですが、そこから漏れてしまった子どもたちに、どういう次の支援や対応ができるかというところが気になって。
（事務局）
　ありがとうございました。
（越智会長）
　その「考える」ことですけれども、難しい言葉ですよね。考えるって。学校の先生から一番たくさん出てくる単語だと思うんですけど。どういう意味だと思われます。
（事務局）
　越智先生から御指摘いただいたように、私どももいろいろ調べましたら、校訓とか教育目標にほとんどの学校が「考える子」とか「考える力の育成」が入っております。なかなかこれは難しい問題でしたので、私どもの方ではシンプル化しました。「複数の事柄の間の関係性を見出すこと」というかたちに整理しました。２つの事柄、あるいは事象の関係づけ、こういう操作のことを「思考」というふうに整理をしたわけです。資料のＡ３資料の３ページ目「ひろしま型カリキュラム 言語・数理運用科」というＡ３横の資料を御覧いただきますと、その中央の下から２つ目の四角の中に、言語・数理運用科で扱う思考という枠がございます。ここに「基本的な考え方をもとに比較するという方法」、「比較して考える」それから、この比較ということをベースに「共通点や差異点をもとに分類・整理する」という段階。そして「多面的総合的すなわち、色々な事項を関係付けながら総合的に考え、判断する」ということ。それから、「類推・演繹・帰納」というものがございますし、⑤としていますのは、「要因となる事柄に関係付けること、これを関連付け」と整理して入れております。ここで１から５番までありますのは、国語、算数、数学、社会、理科とか、そういった教科がございますが、教科の中で文部科学省が整理している思考の形、これを私どもの方で一括整理したものでございます。
（越智会長）
　なるほど。まあ、だからこれ、挙げてあるものだけでも５種類、しかも演繹的に考えるとか帰納的に考えるとか全く逆の方法の考え方、まだたくさんありますよね。例えば算数の時間に算数の問題について先生が子どもに「考えなさい」と言った時の考えるのと、社会の先生が歴史を教える時に、歴史的な人物あるいは事件を紹介して「考えなさい」という。その時の考えなさいの考えることの内容は明らかに違うはずですよね。ましてや道徳の時間に「これから何をすべきかっていうのを考えなさい」という時。それは全く違うことを言っているはずですよね。教える先生はみんな考えるっていう言葉を使うんですけど、子どもたちは同じ言葉で別のことを考えなきゃいけない、そういうことですね。だから、これ非常に難しい言葉で表現していらっしゃいますけども、その辺が子どもにわかるようにですね。道徳の時間で考えることっていうのはこういうことなんだとか。算数で今問題になっているのは、記号を用いて別のものに変えていく作業だとかですね、そういうことがわかるようにすべきかな、と。助かるでしょうね、子どもはね。
（事務局）
　教員は、「考える」っていう言葉が好きですね。好きだけど、子どもは苦痛でしかない。なぜなら先生は「考えろ」っていうだけでその手段も材料も示してくれない。
（越智会長）
　私も学校の先生にお話しすることがあるんですけど、最近クリティカルシンキングなんていうのを随分いろんな所でやってらっしゃるところがあるのですけど、クリティカルもシンキングも考えずにやってらっしゃるんですよね。だから考えるっていうのはどういうことなのか、まず先生から「考える」っていうのを僕は言っているんです。自分の言葉で「考える」っていうのはこういうことだっていうふうに言えないのに、それをそのまま「考えろ」っていうのは、何も言ってないことに、場合によっては等しいですよね。すごく大事なことだと私は思います。
　
（事務局）
教員からもアンケートが返ってきておりまして、こんな回答が多かったんです。それは「言語・数理運用科をやらせていて、グループで意見交流する場面では予想以上に生徒が楽しそうにやっていた」これは中学校の先生です。「そういった力をのばしてやりたくて、大幅に自分の授業の方向や視点を変えなければいけないと思った」こういう先生方は、「考えさせる」というのはどういうことかいうことを初めて意識して考えた、ということなんですね。ですから、子どもに考えさせるためには、材料とその手立てを示してやらないと子どもは考えることはできない。そこを明確にして授業していきましょうというのが、この言語・数理運用科の指導計画になっております。
（越智会長）
　まだ始まったばっかりでしょうけども、成果を期待したいと思います。
（川西委員）
　ちょうど息子がこの学年にいて、去年これをやっているんですよ。参観でいろんなところで見させていただきました。このグループ討論は、グループでやることで助け合ったり、この子がこんな発想するんだっていうことを感じたり、いいことだなあと思います。今、アンケートを聞いたんですが、本当にその通りだなあと感じたんで、それが言いたかったです。
（越智会長）
　ほかに、印象とか御感想でも構いませんけども、何かございませんか。それでは議題１については終わりということにさせていただいて、次に移りたいと思います。
　「広島市青少年と電子メディアに関する審議会の２年間のとりまとめ」について、事務局でわかりやすいかたちで取りまとめ、文章のたたき台を作っていただいておりますので、まずは説明を願いたいと思います。
＜事務局：育成課長から説明＞
（事務局）
　この審議会が立ちあがり、丁度２年目を迎えようとしている時期でございます。この２年間の取りまとめを、「１　はじめに」「２　条例に掲げられている「取組の基本方針」への取組状況について」。それから「３　答申を踏まえた活動への取組状況について」ということで、それぞれについて実際に取り組んだもの、審議会からいただいた御意見をもとに今後の課題、という形でまとめています。アンダーラインを引いておりますところが成果が認められた取組でございます。２重線が引かれているのが、今後の課題として審議会からの御意見という形に取りまとめさせていただければ、という案で整理しております。
（越智会長）
読んでいただいて、私達の２年間の作業というものが、うまく反映されたものになっているかどうか確認していきたいと思います。どのようにしましょうか。１段落ずつ読んでいただいて、気になったところの御意見をいただくということにしましょうか。
（越智会長）
　皆さんそれでよろしいですか。それじゃあしばらく時間をとって、その作業に充てたいと思います。お願いします。
（事務局）
では、「１　はじめに」を読みます。
広島市は、平成２０年３月に他の地方自治体に先駆け、全国で初めて電子メディアに特化した「青少年と電子メディアとの健全な関係づくりに関する条例」を制定し、青少年と電子メディアとの健全な関係づくりの３つの基本方針を示した。この条例により「広島市青少年と電子メディアに関する審議会」が設置され、審議会は、青少年の健全な成長に寄与するフィルタリング機能に係る基準を定め、平成２０年６月３０日、広島市長へ答申した。答申されたフィルタリング機能に係る基準は、広島市から携帯電話事業者等に通知した。なお、国においては、平成２１年４月「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律（青少年インターネット環境整備法）」が施行され、インターネット関係事業者にフィルタリングサービスの提供などを義務付けたが、広島市の取組は、この法律よりも先行したものである。
（越智会長）
そこに書かれていますように、全国に先駆けて条例を制定し、後を追うように実は国の法律ができるんですね。そして国が作った法律よりもこの条例の方が罰則規定を持っているという点でも法的な実効性が高い、というので、当初はいろいろ意見がありましたけれども、今は非常に高く評価されている条例と言っていいと思います。そういうことに関わるフィルタリングに特化してこの審議会が位置づけられた、そういうことだろうと思います。
以上の文章で、ここはどうだろう、といったこととか、何かお気づきのことございませんか。また後からでも構いませんので、その都度声をかけていただいたらと思います。それじゃあ２のほうに、お願いします。
（事務局）
　それでは「２の（１）について。条例に掲げられている基本方針への取組について」です。
第１に電子メディアに過度に依存する青少年を電子メディアから引き離すこと。青少年を電子メディアから引き離す取組として、ノーテレビデー推進事業を実施し、平成２１年度は１４，８９８家族の参加を得ることができた。この参加家族数は子どもたちの数、年長から中学生まで約１０万人を考えれば、大きな割合である。多くの参加家族数を得られたことは、幼稚園、保育園、小学校、中学校に対して、充実した広報を行った成果と考えられる。今後は、電子メディアの多様化を踏まえ、ノーテレビからノー電子メディアへと拡充し、引き続き、電子メディアから子どもたちを引き離す取組を行っていただきたい。
（越智会長）
　ノーテレビデーというのが今後はノー電子メディアでしょうか、電子メディアからできるだけ遠ざけるような時間を作ろうという、そういうことに引き継がれますけれども、いかがでしょうか。よろしいですか。それじゃあ、その次をお願いします。
（事務局）
　（２）青少年に電子メディアを通じて、有害情報の閲覧・視聴をさせないようにすること。
　緊密なスケジュールの中で、フィルタリング機能によってアクセスすべき有害情報の決定、答申、分類、条例実施を行ったが、条例を制定したことがインターネットにおける有害な情報の閲覧・視聴をさせないようにすることに関して、一番の効果ではないだろうか。　平成２１年７月に実施した「携帯電話の利用状況等に関する保護者アンケート」によれば、携帯電話にフィルタリングを装着した児童生徒数は、平成２１年度１月時点に比べて増加した。中学２年生が５３．８８%から６９．２%、高校２年生は１８．５%から４８．４%に増加。広島市が平成２１年１２月に本市フィルタリング基準と携帯電話事業者のアクセス制限の状況につい調査を行ったところ、携帯電話事業者のフィルタリング機能は、本市フィルタリング基準を満たしていることが確認できた。しかし、インターネットをとりまく環境の変化が激しいため、フィルタリング機能に係る基準の見直しについては、アクセス制限すべき有害情報の分類だけではなく、フィルタリング方式も含めて、より専門的に検討をする必要がある。そのため今後は、フィルタリングについて専門的に検討する部会を組織し、審議会ではその部会からの提案を中心に、継続審議を行っていく予定である。
（小野委員）
この保護者アンケートはどういう地域で調べられたんでしょうか。どこの学校と決めて。
（事務局）
　地域を都心部、それと新興住宅地から、周辺部というように地域のバランスを取りました。後は調査数との調整をとりながら何校か選定させていただいております。調査時期は、条例施行から半年がたった後、１年がたった後というように、定期的に変化を見るようアンケートを取っております。学校を変えてしまいますとまたニュアンスが違ってしまいますので、最初にアンケートをした学校を、引き続き行うように、同じ調査項目で取るとしております。２年目の７月がまた巡ってくる訳なんですけれども、この審議会で御指摘を受けた点ですとか、あるいは国との調査の比較のため、調査項目をそろえる方向で実施することにしています。
（小野委員）
この高校生が４８．４%っていうのは、なんか信じられないですね。知っている限りでは、ほとんどフィルタリング機能をつけてないですから。
（越智会長）
　保護者がそう答えたということですかね。
（小野委員）
　着信のメロディをとるのにフィルタリングをかけると取れないんですよ。今、本が読めるんですよね、携帯で。でもフィルタリングがかかると読めない。本が読みたいからフィルタリングを取ってくれという子どもが結構いるんですよ。
（越智会長）
　アンケートの調査数がどれぐらいでしたかね。そういう話は去年もした記憶もありますけども。結構な数だったんですよね、確か。
（事務局）
　回答数でいくと２，１１７人です。先ほどのフィルタリングに関して言えば、「買った時にはきちんとフィルタリングを装着していました」という回答ではないかと思います。
（事務局）
　販売店のヒアリングの中で、あきらかに高校生の字で解除してくれ、といったような申し出があった場合に、販売店は親の同意を得られているかどうかを確認した上で解除する、といったような回答が得られております。
（越智会長）
　表現ですけど、本文の３行目「１番の効果があった」って書いてありますよね。これでもいいかもしれませんけど、「条例を制定したことが１番効果である」というのは何か変な感じがするんです。例えば「条例を制定したことが最も効果的であった」が、わかりやすくなるんじゃないでしょうかね。「最も効果的ではないだろうか」とした方がいいのじゃないでしょうか。
　
（末本委員）
ちょっと戻ってしまうのですが、「電子メディアに過度に依存する青少年を電子メディアから引き離す」。これは大事ですよね。確かにいろんな学会でも言われていることなんです。その下の本文を見ますと「青少年を電子メディアから引き離す」。最後も、「電子メディアから青少年を引き離す取組を行っていきたい」。今の社会で電子メディアから離すことが果たして本当にいいんでしょうか。過度に依存している子どもがそうですよね。これだと全体を引き離すように受け取られてしまうので、この表現まずいかなと思うんですが。
（事務局）
　条例に掲げられている３つの柱の１つに、１番目に「電子メディアに過度に依存する青少年を電子メディアから引き離すこと」というのがございます。確かに「過度に依存する」が抜けておりますので、そこは修正させていただきます。
（越智会長）
　「電子メディアから」っていうよりも、「電子メディアの依存から」という様にすればわかりやすいでしょう。
（末本）
完全に社会悪のような表現をされるのはどうかと。絶対に必要とされているメディアですから。
（越智会長）
　電子メディアから離れるのは難しい、と思うところもあるんですが、離れたら離れたで意外に離れられるところもあるということもやっぱりあったりします。
では、「依存」というのを入れていただいて、正確にしたらいいと思います。「電子メディアの依存」っていうのはおかしいですね。「電子メディアへ依存」ですね。
　ほかに何かお気づきのところがございますか。細かいところでも構いませんので。できるだけ正確な文章になればと思います。
それじゃ（２）をお願いします。
（事務局）
　それでは条例の３本目の柱でございます。（３）青少年に電子メディアを適正に利用するために必要な知識・能力を習得させるようにすること。小中学校では、平成２２年から本格実施となった広島市独自の「ひろしま型カリキュラム」の言語・数理運用科で、電子メールの使い方や、携帯電話などについて取り上げ、インターネットで情報を集める正しい方法や、正確な情報の見分け方などについて考える。また、新しい学習指導要領でも「児童がコンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親しみ、適切に活用できるようにできるようにすることが重要である」。（学習指導要領解説総則編）とされている。「広島市ＩＣＴビジョン２０１０－２０１５（仮称） 骨子案」においても、「子どもたちが社会の一員として活動していくために必要となるＩＣＴ利活用能力やメディアとの付き合い方を身につけるための教育の推進など、子どものＩＣＴ力の向上」が今後の課題と述べられており、引き続き「電子メディアと上手に付き合い、モラルやマナーをもって情報を正しく活用できる青少年の育成」に力を注いでいかれたい。
（越智会長）
　「ひろしま型カリキュラム」とそれから「広島市ＩＣＴビジョン」について非常に有意義な取組をされていますが、よろしいでしょうか。学習指導要領の引用がございますよね。引用の後に句点はいらないですよね。ほかに何かお気づきの点ございませんでしょうか。それじゃあ３番をお願いしたいと思います。
（事務局）
　３番は「答申を踏まえた活動への取組状況について」でございます。平成２０年６月２１日にいただいた答申の最後のまとめということで、３点ほど御指摘をいただいております。（１）フィルタリング機能に係る基準は、絶えず保護者・学校関係者等及び青少年の保護者・学校関係者等の意見を十分に反映すること。これに対する取組、課題等ですが、広島市は平成２２年度、子どもたちの電子メディアの利用実態を把握し、子どもたちと意見交換しながら、電子メディアとの健全な関わり方について提言をまとめることを目的として「電子メディア子ども会議」を開催する。子どもたちの電子メディアに関する意見が、市の施策へ反映するという意味においても有意義な取組であり、今後の展開を期待したい。
（越智会長）
　いかがでしょうか。よろしいですか。それじゃあ（２）をお願いします。
（事務局）
　（２）フィルタリング機能の精度及び効果について検証する人材の育成を図ること。広島市では、保護者や教育関係者を対象に、青少年が電子メディアを利用する場合の問題点や、適切な利用方法、指導方法などの学習を通して、啓発事業やネット上の子どもたちの見守り活動（ネットパトロール）を実施する電子メディア・インストラクターを養成している。養成数は、平成２０年度は１１名、平成２１年度は１３名、平成２１年度末時点で計２４名である。「携帯電話の利用状況に関する保護者アンケート（平成２１年７月）」においても、携帯電話を使っていて、困ったことやトラブルに遭遇した回答の多い校種は中学校であり、各中学校区１名以上（６４名以上）の電子メディア・インストラクターの配置を当面の目標として養成を行っていただきたい。なお、電子メディア・インストラクターとその賛同者を中心に、平成２１年７月に組織化された「広島市電子メディア協議会」の活動については、今後も注目していきたい。
（越智会長）
　いかがでしょうか。特にございませんか。それでは、アの方に移ってください。
（事務局）
　広島市電子メディア協議会の活動について、２点ほどまとめさせていただいております。ア ネット上の見守り活動について。広島市電子メディア協議会は、携帯電話等を使って「ネット上の子どもたちの見守り」「有害情報の調査」「フィルタリングの機能調査」活動を、７月から３月までの９か月で延べ２３５回、約７４０時間にわたり実施した。「有害情報の調査」及び「フィルタリングの機能の調査」では、若者言葉や隠語についても、有害情報であればブロックされるということを確認した。また、広島市が携帯電話事業者に対して実施した調査においても、携帯電話事業者のフィルタリング機能は本市フィルタリングの基準を満たしているという回答があり、携帯電話事業者のフィルタリング機能の精度は、条例制定時よりも進化していると考えられる。一方、「ネット上の子どもたちの見守り活動」では、自分や友達の顔写真や名前などの個人情報漏洩や、非行の様子などがネット上に散見していることがわかり、これらをどのように生徒指導に結び付けていくかという課題が生じている。
（越智会長）
　いかがでしょうか。よろしいですか。よくわかりますよね。それでは無いようでしたらイをお願いします。
（事務局）
　はい。それでは電子メディア協議会のもう１つの取組です。イ 電子メディアに関する講習会（ケータイ出前講座）について。広島市電子メディア協議会は、ＰＴＡ保護者や地域団体、教職員などを対象に、電子メディアに関する講習会（ケータイ出前講座）を実施した。７月から３月までの９か月で、延べ３０回開催し、２，５３２人が参加した。これらの講習会では、子どもたちがケータイを利用している様子や、インターネットの影の部分について啓発活動を行った。講習会の講師は、保護者が中心であったため、講師と参加者が同じ保護者目線に立つことができ、好評であり、評判を聞きつけて広島市外からの開催要請もあった。
（越智会長）
　ケータイ出前講座についてですが。
（小野委員）
　これは広島県大会でやっていただいたんですけれども、保護者には好評でした。高校生の保護者なんで、ちょっと過度なところも見せてもらって、親たちに説明すると、「家に帰って子どもたちと話をしなきゃいけない」って言っている人が多かった。勉強してほしい親は来ないんですけど、やっぱり親が放ったらかしで悪かった、という感覚はありましたので、続けてやっていただくと本当にありがたいな、と。今回は６００人程度の大会でしたけど、「いいものを見せていただいてありがとうございました」というアンケートの回答もたくさんありました。
（事務局）
　今の御意見ですが、鋭い御指摘が２点ほどありました。
１つは来ない親が問題であるということでございます。それにつきましては今年度、啓発用ＤＶＤを下田先生にお願いして作らせていただいております。それを中学校の入学説明会といったような、親が必ず来るというような場面をとらえて啓発していきたいと考えております。
それともう１点、ここに書いてありますように９か月間で３０回、評判が評判をよんで、どんどんお呼びがかかったという状況です。ところが、昨年度末の３月くらいからですね、若干その勢いが鈍ってきているように思います。今後は職員全員で営業していこうじゃないか、と。要するにもっとこれを知ってもらおうじゃないか、と。例えば中学校の校長会とか、あるいはインターネットの明るい部分の事業を行っているＮＰＯ法人とかですね。あまり必要としてない、と考えているところへどんどん営業して、出前講座をなるべくたくさんやっていこうと考えております。
（川西委員）
　中学校の保護者もいいんですが、小学校高学年が塾に行ったりする関係で携帯電話を持つ子が増えている。それで、いろんな問題が耳に入るんですが、小学校高学年の保護者を対象にしても、そういう活動をしていただけたらなと思います。
（事務局）
　確かに小学校の保護者からというリクエストが少ないですね。そちらの方も営業してまいります。
（越智会長）
　そうですね。小学校ぐらいからやっておけば、場合によっては中学校、高校で必要なくなるところも出るかもしれませんね。そういうレイアウトはいいですよね。
　「評判を聞きつけて」と、いうところがありますよね。「好評であり、広島以外からも開催を迫られた」がいいんじゃないでしょうかね。
（事務局）
　それでは最後ですが、よろしいですか。
（越智会長）
　お願いします。
（事務局）
　　（３） 事業者はフィルタリング機能の精度を高めるように努力すること。答申と直接結びつく活動にまでは至っていないが、フィルタリング装着についての実態調査を行うとともに、携帯電話事業者との関係会議を実施したり、携帯電話販売店舗の巡視を行ったりしている。今後も、必要に応じて携帯電話事業者と連絡を取り、引き続き条例の浸透や青少年と電子メディアとの健全な関係づくりに寄与していただくよう、携帯電話事業者に対して要請を続けていただきたい。以上です。
（越智会長）
　いかがでしょうか。これは一番大事なことだと思うんですけど。

フィルタリング装着っていう言い方しますかね。
（事務局）
　条例では「備えた状態」と。
（越智会長）
　装着って言うと何かをくっつけるっていう感じがします。コンピュータの場合だったらソフトウエアをインストールすれば、それでいいわけで。携帯でしたら、例えば携帯電話の会社のサーバーにそういうソフトがあって、それを通して情報を取るという形になるんだろうと思う。インストールとはちょっと言えないんだろうと思いますけど、装着とも違う。
（松田委員）
　装着じゃなくて、フィルタリングサービスを使うというふうな言い方でどうでしょう。装着という言葉はちょっとなじまないような気がします。
（越智会長）
　フィルタリングの利用とかそういうことですよね。フィルタリング利用についての実態調査だったらおかしくはないですかね。利用でしたら。
（松田委員）
　そうですね。利用ですね。
（越智会長）
　ほかに何かございませんでしょうか。表現が中心でしたけれども、ここに書いてある内容について、ちょっと足りないじゃないかとかですね。あるいは、こういうことは不要じゃないかとか記述しなくていいんじゃないかとか、そういうご御見でも構いません。いかがでしょうか。
（小田委員）
　この中に、リテラシーという部分が全然出てこないのがちょっと気になるところです。内容的にはリテラシーに沿って、いろいろとされているんですけれども、全国的にもリテラシーという言葉は使っていますし、それが一度も出てこないというのがちょっと気になったのですけどいかがでしょうか。
（越智会長）
　明らかに「ひろしま型カリキュラム」というのは、ある面で情報リテラシーという能力向上のためのカリキュラムになっていますよね。だからちょっとその辺、言葉を補えばいいんじゃないかなと思います。ほかにございませんでしょうか。
（小野委員）
　最近の高校生は携帯電話を２つ３つ持っているのですけど、一人が。１個はフィルタリングが、かかっていて、他のはフィルタリングが、かかってないのがあると思うのです。メール用の携帯電話と電話用が違いますからね。
（越智会長）
高校生でもう２つですか。大学生は３つぐらい持ってますけどね。
（小田委員）
大学生は３つ持ってますね。彼用、家庭用、それからバイト用とかね。きちんと使い分けて。
（小野委員）
電話代なんかも１５００円ぐらいですよ、月に。
（越智会長）
　なるほど。大学生だったら個人で購入できるでしょうけど、高校生以下でも買えるんですか。昔は、いろいろな手続きしなくても、簡単に携帯電話が買えた時代がありますよね。
（小田委員）
　今は「ただ友」という契約の仕方をすると結構安く手に入ります。
（松田委員）
　未成年は買えない仕組みですよね。
（小田委員）
　未成年は買えないんですけど、大人が買って与えていますね。そういうのを持っている子は、親にせびっている。
（小野委員）
　業者が、一度契約をしたらずっと１５００円でいけるよ、ということを高校生向けに宣伝をしているんですよ。だから二十歳過ぎた先輩達や、兄とか姉が保護者代わりっていう形もあるんですよ。１５００円ぐらいだったら自分のお小遣いで払えるじゃないですか。そういうところを親が知らなかったりします。
（越智会長）
　実態はそうだとして、小野委員としてはそれをどういうふうに。
（小野委員）
　アンケートで「子どもは何個携帯持っていますか」というのを調べてみるのもいいんじゃないですか。
（越智会長）
　それはいいかもしれませんね。
（小野委員）
　子どものことを、把握しているかどうか、っていうことで。次から次へ、世の中どんどん新しくなって、本当に変わってますから。それに対応してやっていかないといけないので、保護者は本当に大変なんじゃないかな。
（小田委員）
　さっき、ＤＶＤで啓発をするところで、「学校にどうしても来なければいけない場面で啓発をする」とか、おっしゃられたのですけど、それだけでは不足だと思うんですね。それプラスαの、別の他のいろんな形の啓発活動が必要じゃないかと。「チラシは今の時代じゃない」と皆さんはよく言うんですけど、チラシも必要なことだと思うのです。ちらしも情報が流れる１つの道具だと思うんですよね。そういう啓発を今後もしっかりやっていかないと、機器に疎い人には情報がこなくなって、何も知らない人が増えてくる。逆に、情報をよく知っている人は、ますますよくわかる。情報に疎い親は増えていますが、じゃあ、その子ども達が何も知らないかって言うとそうじゃない。すごく知っている子が中にはいる。
だから、啓発活動を重点的に考えることを、今後の課題ということで、どこかで言っていただければいいかな、と思いますね。
（松田委員）
最終的には子ども達のリテラシーを上げるしかないですね。
（小野委員）
　そうですね、それしかないですね。
（松田委員）
　今度ソフトバンクが出す携帯には、全部ツイッターっていう機能がつきます。ツイッター自体は総理大臣もやっていますから、一般的です。このツイッターを学校の連絡網で使うところが増えているのですよ。もう、学校でも外せないものになりつつある。

大学だとか高校でも入学する生徒全員にiPadを配り、それで教育をしていこう、ということもあるようです。カリフォルニアでは電子教科書の採用が数校で決まっていますし、日本もそういう方向で行くことを耳にしていますから、全員が持つものになりそうです。
（越智会長）
　そうですね、韓国でもiPadじゃないですけど、似たようなものを全員が持って使っていますからね。
（松田委員）
　ですから、携帯うんぬんというところだけに留まらず、やっぱりリテラシー上げるというのを中心にやっていかないといけない。
（事務局）
　昨日のＮＨＫでの番組で、広島の取組ということで、電子メディア協議会の会の方が２人出演されました。紹介されたのは己斐小学校での出前講座の様子です。己斐小学校の出前講座の様子と、それから温品中学校のお母さんだったと思うんですけども、自分の中学校区には１人もインストラクターの方がいないので、自分がそのインストラクターになりたいということでした。
息子さんや娘さんと携帯の中の中学生のプロフを見ながら、「この子の住所や名前が全部出ているのが心配なので、今度学校に行ったらちょっと話しかけてみようかなあ」と、話をする。でも、「いきなり話をしたんじゃあ生徒もびっくりするだろうから、最初はあいさつ運動なんかで自分の顔を覚えてもらう機会をたくさん作ってから、声をかけていこう。そういうつながりの中で、そのうちお父さんやお母さんとも話しができれば」と、言われていました。
　啓発も、先ほどのＤＶＤを活用しながらやっていきたいと思うんですけども、それでも学校に来られない、あるいは来ない家庭の子ども、あるいは保護者への働きかけはしたいと思います。

私たちが目指しているのは、各中学校区に１人の電子メディア・インストラクターの配置です。インストラクターの方がそれぞれ中学校区に地域住民としておられて、そして学校と連携し、関わりながら心配なところへ声をかけていく。そしてまた次のインストラクターを少しずつ増やしていく。

確かに時間はかかると思うのですけども、実質は近道になると考え、電子メディア協議会の方と連携を取ってやっていきたいと考えています。
（川西委員）
　そのインストラクター養成講座ですが、もうちょっと回数は増やしてもらえないんでしょうか。私も半日ほど受講できなかったのですが、次回が１年後ぐらいになるんですよね。そういう方が結構多いのですよ。
２日間丸々受講できる人ならいいのですが、「半日は行ける」とか「１日は行けるけど後はだめ」という人は、次の年まで持ち越しですよ。次回は、忘れた頃っていうか、状況が変わった頃にまたもう１回受けるようになるので、もうちょっと回数を増やしていただいたら、他の人にも声もかけやすいし、いろんな意味で定着するのではないかなと思うのです。
（事務局）
　回数の問題は検討していきたいと思います。できるだけ回数を増やしていく必要はあると思います。
土日２日間連続の養成講座に、連続して出るっていうのはなかなか難しく、１日だけ参加されてそのままになってる方が多い。これは非常に惜しい。だから単位制という形を導入して、前回、１日だけ出られた方はどこかでもう１日受けていただいたら、それで全部受講ということでインストラクターの認定をする、そういう改善もやっていきたいと思います。
（越智会長）
　ほかにございませんか。
（末本委員）
　今日、来させていただいて、自分自身にも非常にいい勉強になりました。私は立場上、犯罪、それから少年の非行であるとか、被害に遭った子どもを数多く見ております。その中で、今、一番必要に感じとったのは、このネット社会での規範意識をどう高めるかと。
ネットの犯罪の被害は、ほとんどが女性。女子中学生だとか女子高校生。その子らが性的な被害に遭うというのはネットがきっかけ。先ほどからフィルタリングと言われておりますが、被害に遭った子どもの携帯はフィルタリングが施してあるかどうかというと、ほとんどはフィルタリングしてあります。それじゃあどこで加害者と出会うのか、と。先ほど話の出たツイッターであるとか、ミクシィ。普通にネットで行われているそこで、犯罪の被害に発展しているんですね。だから、そこらをどうやって防ぐか。「小学校の時からこういうことを始められては」ということでしたので、大変にいいことだとお聞きしました。
それと、非行が低年齢化しております。小学校５年から中学生とか。中学生では、教育の場から逃げている子どもが非常に多い。その子らが、本当は聞かないといけない話ですよね。それをどうやって聞かすのだろうということが気になりました。
（越智会長）
　ミクシィっていうのは比較的まともなクローズドグループですけどねえ。
（末本委員）
　そこが、今、犯罪の温床になっているんですよ。
（越智会長）
　なるほど。テレビで平然と広告をやっているようなところに、犯罪者が入り込んで来る。だから被害に遭ってしまう、いうようなことですね。
（松田委員）
ミクシーは本来、未成年者は入れないんですよ。
（越智会長）
　紹介者が必要ですよね。一応、クローズドで、参加者について保障するシステムにはなっているんですけどね。あれだけ参加者が増えるといろんなトラブル起こりますよね。次から次へと新しい形で問題は起こってくるので、落ち着いて対応、という形が難しいのでしょうね。
（石田委員）
　６ページの２重線が引かれてある「非行の様子などもネット上に散見していることがわかった」という課題が生じているところですけれども、起こっている問題に対してはどんなふうに対処していくのか、という事例みたいなものは、何かあるのでしょうか。とっても気になるところです。今後、こういった事に対してどういうことをするのか。次の手ですよね、被害者のケアということも含めてですけど。
（事務局）
　先ほど、ネット上で見つけた非行などを地域の見守り活動の中で生かす、という話があったと思います。生徒への指導にどのように生かしていくか、あるいは生徒指導のきっかけづくりに、ということを学校現場に理解させるということは、重要な課題だと解釈しております。
（越智会長）
　それでは２番目の議題ですけれども、これで終わりにしたいと思います。また、お気づきの点などがありましたら事務局に御一報いただければと思います。
次は事務局から委員の委嘱についてお知らせをお願いします。
（事務局）
　審議会委員の皆様、２年間本当にいろいろとありがとうございました。この審議会は、とても充実して進行していると考えまして、審議委員をもう２年間、是非、お願いできないかと皆さんにお伺いしたところ、全員から了解が受けられましたので、引き続きお願い出来ればと考えております。
　審議委員の再任のことを市長と協議したところ、審議会の充実ということで、青少年を育成する団体の代表から広島市青少年健全育成連絡協議会の打越会長を、それから学校現場の意見の代表ということで、中学校の校長先生をお願いすることになりました。教諭は授業の関係で時間がとれない。ということで、普段からメディアに関する御研究をされている校長先生をお願いしました。合計１２名で再スタートをさせていただきたいと思います。是非、よろしくお願いします。
（越智会長）
　本日でひとまず任期が終わるということです。けれども、皆さん、引き続いて委員を引き受けていただけたということで、今後もよろしくお願いしたいと思います。
それでは、これで終了させていただきたいと思います。















